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○本レポート作成の目的 
 地域の経済・消費動向の現状を把握し、その情報を提供することで小規模事業者が経営方針
を明確にし、経営分析および事業計画の策定に有効活用できるようにし、小規模事業者の売
上や利益の増進に繋がるなど経営基盤の強化につなげることを目的とします。 
○本レポートの作成方法 
 福崎町商工会の会員事業所に対して「調査票」の記入を依頼、回収したデータを基に他の調
査や情報とも比較してレポートを作成します。 
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Ⅰ．経済動向のポイント 

【１】 兵庫県の経済・雇用情勢 

① 兵庫県の経済・雇用情勢は、一部に弱めの動きがみられるものの、緩やかに回復している。 

企業の業況判断はコロナ禍以降のピーク圏内で推移しており、先行きは慎重な見方となって

いる。その他の指標は、横ばいや改善の動きとなっている。 

② 県内の主要業種は、主にインバウンド需要を取り込んだ業種の景況感が良い。 

食品卸売小売業、鉄道業はインバウンド需要の取り込みで景況感が良い。しかし、それ以外

の業種では原材料価格と人件費の高騰で、一部の業種を除いて景況感はさほど良くない。 

③ 各県民局・県民センターを代表する業種については、小売業の景況感がさほど良くない。 

百貨店業と飲食料品小売業では、価格高騰による買い控えが影響している。一方、生産用機

械器具製造業では持ち直しの動きが見られる。 

 

【２】 景況調査 

① DI （ディフュージョン・インデックス）による分析。 

DIとは景気の各項目事項について、「良い」と感じている企業の割合から、「悪い」と感じて

いる企業の割合を引いた値を示しており、地域別・業種別の分析指標としている。 

② 福崎町の 2025年 1月～3月期の全業種の景況感は低下予想であり、厳しい予想である。 

福崎町の 2024年 10～12月期は上昇傾向にある。当期の業況 DIは 0となり、前期の▲28.57

から 28.57 ポイント上昇した。また、売上単

価・従業員に関する DI、売上額・収益・仕入

単価は上昇した。資金繰りは 0 ポイントの横

ばい状態・外部人材に関する DIは▲28.57と

なった。2025年 1～3月期の予想業況 DIは▲

42.86 で低下予想である。従業員に関する DI

が上昇し、売上額・収益・売上単価・仕入単価

は低下の厳しい予想である。 

③ 姫路地域の卸売業の業況 DIは低下しており、その他の業種は上昇した。 

但陽信用金庫の取引先全地域の 6 業種（製造業・卸売業・小売業・サービス業・建設業・不

動産業）の調査では、 2024年 10月～12月期の姫路地域における業況 DI実績では、卸売業

の業況 DIは低下しており、その他の業種は上昇した。また、2025年 1月～3月期の姫路地域

ではサービス業と卸売業で上昇し、その他は低下や横ばいの見込みとなっている。 

 

【３】地域の経済動向調査分析（RESAS） 

RESAS（リーサス）とは、国が提供している地域経済に関する様々なデータ（産業の強み、人の流

れ、人口動態等）をグラフで分かりやすく「見える化」したシステムである。 

 

【４】中小企業診断士からのコメント 

RESASの分析を含めて、今後の経営支援の際に是非とも活用して頂きたい。 

（令和 7年 3月 4日 中小企業診断士 荒木慎吾氏） 
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Ⅱ兵庫県の経済・雇用情勢（「兵庫県の経済・雇用情勢」（令和 7年 2月 18日）から引用） 

１．概況（全体の状況） 

本県の経済・雇用情勢は、一部に弱めの動きがみられるものの、緩やかに回復している。 

景況等…企業の業況判断は、コロナ禍以降のピーク圏内で推移している。先行きは慎重な見方

となっている。 

需 要…個人消費は、物価上昇の影響を受けつつも、緩やかに回復している。 

輸出は、横ばい圏内の動きとなっている。設備投資は、増加計画にある。 

生 産…生産は、横ばい圏内で推移している。 

雇 用…雇用・所得環境は、緩やかに改善している。 

金 融…倒産件数は、おおむね横ばいとなっている。 

 

主要指標の推移 

① 景況   現状（良いー悪い）構成比（％ポイント） 

区  分 R6.3月 R6.6月 R6.9月 R6.12月 R7.3月(予測) 

全産業 14 15 14 13 6 

 

大企業 19 16 17 17 14 

中堅企業 10 17 14 12 6 

中小企業 14 14 13 11 3 

うち製造業 9 9 5 7 2 

うち非製造業 21 23 25 19 11 

（出所）県内企業短期経済観測調査（日本銀行神戸支店） 

 

② 需要        

項  目 R4年度 R5年度 R6.8月 R6.9月 R6.10月 R6.11月 R6.12月 

商業販売額：億円 18,529 19,168 1,701 1,550 1,570 1,614 1,954 

（前年度比増減率％） (＋2.8)  (＋3.4) (＋5.3) (＋0.2) (▲0.5) (+2.6) (+3.5) 

乗用車販売台数：台 144,966 156,197 11,918 15,348 14,187 14,292 11,425 

（前年度比増減率％） (+2.4) (＋7.7) (＋6.0) (＋3.6) (＋5.1) (+5.1) (▲6.2) 

新設住宅着工数：戸 31,911 28,622 1,782 3,790 1,957 2,396 2,059 

（前年度比増減率％） (+6.9) (▲10.2) (▲36.3) (+57.1) (▲39.6) (+5.3) (▲10.9) 

神戸港輸出額：億円 73,695 75,219 5,921 6,130 6,511 5,795 6,955 

（前年度比増減率％） (＋19.8) (＋2.1) （▲2.4) (▲8.4) (▲0.2) (▲9.4) （+0.9） 

(出所）商業動態統計（経済産業省）、新車登録速報（日本自動車販売協会連合会兵庫県支部）、軽自動車新車届出

状況（兵庫県軽自動車協会）、住宅着工統計（国土交通省）、神戸港貿易概況（神戸税関）（商業動態統計調査の

前年度比増減率は全店ベース）  
区  分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度(計画) 

設備投資額（前年度比増減率：％） 

（R2年度比：R2＝100） 

▲1.2 

(100.0) 

▲4.5 

(95.5) 

9.3 

(104.4) 

2.6 

（107.1） 

11．7 

（119.6） 
 

（出所）県内企業短期経済観測調査（日本銀行神戸支店） 
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③ 生産        

項  目 R4年度 R5年度 R6.7月 R6.8月 R6.9月 R6.10月 R6.11月 

鉱工業生産指数：R2=100 101.8 96.9 99.8 95.9 98.1 98.2 96.1 

（前月比増減率％） （＋0.4） (▲4.8） （＋5.5) (▲3.9) (＋2.3) （+0.1） （▲2.1） 

（月次は季節調整値、年度は原指数。年度増減率は前年度比較）      （出所）兵庫県鉱工業指数（県統計課） 

 

④雇用           

項  目 R4年度 R5年度 R6.8月 R6.9月 R6.10月 R6.11月 R6.12月 

有効求人倍率(季節調整値)：倍 1.03 1.02 1.02 1.01 1.02 1.00 0.99 

新規求人数(原数値)：人 29,795 28,838 25,906 27,323 31,458 26,033 27,316 

（前年度比増減率％） (＋5.5) (▲3.2) (▲3.0) (▲6.8) (▲1.4) (▲3.1) （▲6.1） 

雇用者所得計：円 5,510 5,719 5,196 5,107 5,234 5,549 - 

（前年度比増減率％） (＋3.2) (＋3.8) (＋7.1) (+6.0) (+8.8) （+8.2） （-） 

（出所）一般職業紹介状況(厚生労働省兵庫労働局)、毎月勤労統計調査地方調査(県統計課) 

 

⑤金融        

項  目 R4年度 R5年度 R6.9月 R6.10月 R6.11月 R6.12月 R7.1月 

企業倒産件数：件 368 568 34 49 47 47 57 

（前年度比増減率％） (＋11.9) (＋54.4) (▲29.2) (＋2.1) (▲23.0) （▲4.1） （+11.8） 

企業倒産負債総額：億円 649 6,808 13 41 24 52 33 

（前年度比増減率％） (＋120.5) (＋948.6) （▲99.8) (＋22.5) （▲50.9) （+79.7） （▲8.5） 

(出所）兵庫県企業倒産状況（東京商工サーチ神戸支店） 
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(参考１)全国景気の現状についての内閣府のコメント 

景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している。 

・個人消費は、一部に足踏みが残るものの、持ち直しの動きがみられる。 

・設備投資は、持ち直しの動きがみられる。 

・輸出は、おおむね横ばいとなっている。 

・生産は、横ばいとなっている。 

・企業収益は、総じてみれば改善しているが、そのテンポは緩やかになっている。企業の業

況判断は、改善している。 

・雇用情勢は、改善の動きがみられる。 

・消費者物価は、上昇している。 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな

回復が続くことが期待される。ただし、欧米における高い金利水準の継続や中国における

不動産市場の停滞の継続に伴う影響など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しする

リスクとなっている。また、物価上昇、アメリカの政策動向、中東地域をめぐる情勢、金

融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。 

（令和7 年1 月23 日内閣府「月例経済報告」 

 

(参考２)県内景気の現状についての日本銀行神戸支店のコメント 

管内の景気は、一部に弱めの動きがみられるものの、緩やかに回復している。 

個人消費は、物価上昇の影響を受けつつも、緩やかに回復している。設備投資は、増加し

ている。住宅投資は、弱めの動きとなっている。公共投資は、緩やかに増加している。輸

出は、横ばい圏内の動きとなっている。 

こうした中、生産は、横ばい圏内の動きとなっている。雇用・所得環境は、緩やかに改

善している。消費者物価（除く生鮮食品）は、前年を上回って推移している。 

（令和7年2月12日日本銀行神戸支店「管内金融経済概況」） 
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日本銀行神戸支店県内企業短期経済観測調査結果の推移 

 

 

出所：令和６年 12月全国・県内企業短期経済観測調査(日本銀行、同神戸支店) 
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出所：四半期別ＧＤＰ速報（内閣府）、四半期別県内ＧＤＰ速報（県統計課）  
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兵庫県・四半期別ＧＤＰ(実質)（億円、増減率％） 

  R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

GDP(実質) 223,215 216,224 223,736 230,674 230,674 

前年度比 0.5 ▲3.1 3.5 3.1 1.1 

 

  R4.7-9 R4.10-12 R5.1-3 R5.4-6 R5.7-9 R5.10-12 R6.1-3 R6.4-6 R6.7-9 

GDP(実質) 56,064 58,478 57,677 57,095 57,119 59,045 57,414 56,870 57,553 

前年度比 2.3 2.1 2.9 2.2 1.9 1.0 ▲0.5 ▲0.4 0.8 

 

兵庫県・四半期別ＧＤＰ(名目)（億円、増減率％） 

  R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

GDP(名目) 224,201 219,401 226,324 234,626 240,164 

前年度比 0.9 ▲2.1 3.2 3.7 5.0 

 

  R4.7-9 R4.10-12 R5.1-3 R5.4-6 R5.7-9 R5.10-12 R6.1-3 R6.4-6 R6.7-9 

GDP(名目) 55,437 59,256 57,925 58,957 59,004 62,420 59,783 60,339 60,319 

前年度比 0.7 1.8 3.2 5.1 6.4 5.3 3.2 2.3 2.2 

注１）今後公表される年度確報値とのあいだに若干の差異が生じる場合がある。 

また、推計精度をより高めるため、各計数は過去にさかのぼって変更されることがある。 

前年度比は原数値の増減を示す。 

注２）数値は、平成 27年基準値となっている。 

注３）令和 4年度までの年度数値は「県民経済計算」（県統計課）、令和 5年度の年度数値は「四半期別 GDP」

（県統計課） 
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２．県内の主要業種の概況                   【令和６年 12 月調査】 

業 種 概 況 

不 動 産 業 

物件引き渡しのタイミングに左右されるため、現在の景況感は良いが

３ヶ月後はさほど良くない。上半期は収益用物件の販売等が好調で、売

上高・利益ともに、前期、前年同時期と比べて増加しており、大型物件

の引き渡しも予定されていることから、通期でも増収増益を見込む。 

一方、資材価格の高止まりや人件費の高騰は続いており、現状では価

格転嫁の影響も限定的であるが、引き続き資材価格の高騰、金融政策や

消費者動向に注視していく必要がある。 

鉄 鋼 業 

景況感はさほど良くない。３ヶ月後も同様。売上については前期比、

前年同期比ともに増収減益、受注については前期比で横ばい、前年度比

で増加している。 

上期については、為替相場の変動や、労務費及び物流費等の物価高騰

などにより、自動車分野を中心に事業環境が悪化した。下期を含めた今

年度の見通しについては、自動車や半導体分野などの需要回復の遅れが

想定され、エネルギー・化学向けの機械装置需要の増加が見込まれるも

のの全体として減収減益の見込み。 

飲 食 店 

景況感は良くも悪くもない。先行きも同様。今後賃上げ効果が出てく

るという期待感がある一方で、原材料価格の高騰等による影響に注意が

必要であると考えている。 

原材料価格は高止まりしている状況で、今後も業績にプラスの影響を

与えるほどの値下がり効果は期待していない。商品の価格改定も実施し

ているものの、単なる値上げではなく、新たな付加価値をセットにして

実施している。現状、価格改定によるネガティブな影響は特に生じてい

ないものの、消費者マインドの冷え込みについては懸念している。 

全体的に人手が不足しており、各店舗で少し人手が足りないという話

も聞いている。各店舗で必要に応じて人員を確保できるよう、需要予測

AI を活用して人員配置に取り組んでいる。 

金 融 業 

11 月に実施した10-12 月期の景況調査では、景況判断は▲1.1 と前回

から1.6 ポイント改善したものの、依然としてマイナスであり、景況感

はさほど良くない。全体感として物価上昇を許容し始めた雰囲気もあ

り、価格転嫁も進んでいることから、売上高、経常利益に改善はみられ

るものの、依然として原材料価格高騰の影響を受けている企業は多い状

況。 

雇用判断については、不足感が強い状況が続いている。新卒採用のノ

ウハウを持っていない中小企業も多いため、採用関連の事業を実施して

いる。 

飲 食 料 品 

小 売 業 

 

景況感は良い。３ヶ月後も同様の見込み。中食カテゴリーを中心に、

季節感のある新商品やオリジナルキャンペーンが好評で、PB 衣料の冬物

新商品も売上を牽引し、前期比、前年同期比いずれも増収増益となって
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飲 食 料 品 

小 売 業 

いる。 

一品単価の向上に伴い買上点数は減少するものの、都市部では来店客

数が上向き傾向にあり、来店回数・購入金額に応じてランクが決定する

アプリ会員制度でも、最上位ランクの会員が増加している。 

加盟店における慢性的なスタッフ不足が続いているものの、無人決済

店舗、飲料陳列ロボット、人型アシスタント等、AI やロボット等の活用

による省人化を進めている。 

 兵庫県産業労働部調査 

 

【令和７年１月調査】 

業 種 概 況 

食 品 卸 売 

小 売 業 

景況感は良い。３ヶ月後も同様。インバウンド需要による外食産業へ

の販売が好調であるほか、忘年会やおせち料理関連など季節要因による

影響も大きい。中小の飲食店など外食向け業務用食品は堅調であるもの

の、物価高により買い控えの消費動向が見られる中で、一般の利用者は

近隣の大型スーパーの安売りに流れる状況も見受けられる。 

人件費や物流コストの増加についても、現状では対応できているが限

界もあり、引き続きバックオフィス業務のシステム化等によるコストコ

ントロールに取り組むほか、粗利率の高いPB 商品の販売強化に努めてい

く。 

各 種 商 品 

小 売 業 

景況感は良くも悪くもない。先行きも外部環境に大きな変化がない限

り、状況はあまり変わらないだろう。客数、取引件数共に減少している

ものの、物価高騰により客単価が上昇しているため、前年同月の売上と

比較して大きな変化はない。 

他社の動向も見ながらではあるものの、順次価格転嫁を実施してい

る。最近の消費動向として、単価が高い商品であっても、本当に必要な

商品であれば購入されている印象。住宅関連用品や生活用品等、今すぐ

に必要でない商品については買い控え傾向にある。 

鉄 道 業 

コロナ禍からの戻りもあり、増収が続く等景況感は良い。今後も現状

から大きな変化はなく、良い状態が続く見込み。 

インバウンドや長距離、近距離共にコロナ禍から利用が戻っているこ

ともあり、運輸収入にプラスの影響を与えている。年末年始の利用につ

いても、コロナ禍における出控えからの戻りの動きもあり、前年比を上

回って推移した。 

設備投資については、前年度並みの計画で、ホーム柵の設置等の安全

対策を計画に沿って進めている。 

雇用人員は適正な状況である。通年採用を実施し、適宜人員の補充を

実施している。 

各 種 商 品 

小 売 業 

景況感は良い。３ヶ月後も今と大きく状況は変わらないだろう。原材

料価格の上昇に伴い、商品単価が上昇しているため、昨年同時期の売上
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各 種 商 品 

小 売 業 

と比較すると少し増加の見込み。 

客数、客単価ともに増加傾向。秋口は残暑の影響もあり冬物の需要が

少なかったものの、１月以降は気温の低下に伴い冬物需要が増加し、ア

パレル店舗の売上が好調に推移している。気温が低下すると共にダウン

等単価の高い商品の需要が旺盛となる。 

EC サイトの発達に伴い、店舗でなくてもモノが購入できる時代になっ

ているため、業界全体としてモノの購入だけではなく、そこにプラスし

てイベントの実施等プラスαの価値体験を提供していくことに意識があ

るのではないか。 

兵庫県産業労働部調査 

 

                                 【令和６年１２月調査】 

地 域 業 種 概 況 

神 戸 

観 光 ・ レ ジ ャ ー 

業界全体としては、一部運休している事業者もあるが、

いずれも乗船客は一定数維持している。そのため、去年よ

りは景況感が良い。ただ、今年はクリスマスが平日である 

ため、どうしても客足が鈍い。 

当社の状況としては、イベント企画による客足が伸びて

いる。３年前から始めた初日の出クルーズも、初年度は参

加者50 名だったのが、今年は400 名の予約が入っている。 

人手不足が慢性化しており、業務の効率化、自動化には

これまでも着手してきたが、今後は人材のマルチスキル化

にも取り組むことになるだろう。 

ゴ ム 製 品 

製 造 業 

業界全体としては緩やかな回復基調にある。在庫過多が

解消し、製造メーカーも活力を取り戻してきているが、中

国経済の低迷が足を引っ張っている。東南アジアや国内は 

上向きつつあり、悪くはない状態であるといえる。 

この先、中国経済の影響や、トランプ政権が課そうとし

ている関税がどこまで影響するかが懸案材料となってい

る。中東の戦争など地政学リスクも気になるが、韓国の政

情不安はそこまで数字的には影響しないだろう。 

阪神南 設 備 工 事 業 

前期と比較して、売上高・利益ともに増加しており、景

況感は良い。 

電気部品や電線、レンタル品などの価格が高騰している

ため、ロス削減や整理整頓、全社員のコスト意識徹底など

業務改善を行っている。 

大手メーカーの設備投資が増加しており、制御盤やプラ

ント電気の分野などで受注が増加している。 

国内最大の半導体工場が稼働したことにより供給が増え

たため、部品調達の迅速化、価格安定につながればと期待

している。少子化、定年退職による人手不足により、各企

業の人材確保が最大の課題と考える。 
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金 融 業 

景況感はさほどよくない。管内の製造業やサービス業

は、改善基調にあるものの、価格転嫁の遅れもあり厳しい

状況が続いている。 

業界全体として預貸金共に増加している。フルバンクサ

ービスを提供する母店と、業務特化店舗のグルーピング化

や、店舗内店舗方式にて再編成し営業活動の生産性向上や 

渉外担当の育成強化を進めている。 

コロナ禍後の業績回復の遅れや人材不足の影響を受け、

倒産事故の増加により破産更生債権は増加したものの、危

険債権へのランクダウンが抑制されたため、リスク管理債

権は減少した。 

阪神北 

輸 送 用 機 械 

器 具 製 造 業 

一部取引先に認証不正問題が発生し、一時期工場が生産

停止したことにより、売上に影響を受けたが、最近は通常

に戻っており、結果としては前年同水準で推移した。 

中途採用は競争が激しく優秀な人材が確保できず、人手

不足が続いている。 

今後は、引き続き中国の景気下振れ懸念や国際情勢の不

透明感等により不確実性が増している。 

自 動 車 

整 備 業 

例年第３四半期は落ち着いた状況であるが、売上は確保

できているものの販売管理費が上昇している。 

また、輸入している材料もあり、円安によるコスト増の

要因となっていることから、 

利益率は以前に比べ低下している。このため、利益率の

高い新サービスを導入し、拡大に努めているものの軌道に

のるまでもう少し時間を要する。 

他方、サービス技術者を募集しても応募が少なく採用に

苦慮している。 

 

 

 

 

 

 

 

東播磨 

 

 

 

 

 

 

 

 

電 気 機 械 

器 具 製 造 業 

受注、需要の状況は堅調で、前年同時期と比べても売上

高と利益どちらも増加しており景況感は良い。 

原材料価格の高騰による経営への影響はあるものの、発

注方法や輸送コストの削減等の様々な工夫を行い、リスク

は織り込み済みのため売上高・収益には大きく影響が出な

い見込みである。 

雇用については、業績好調のため人員強化を図っている

ところであり、事務職、技術職に加え技能職も不足してい

る状況ではあるが、募集をすれば一定の応募がある状態で

ある。 

 

 

送 用 機 械 

器 具 製 造 業 

 

 

需要が伸びている部門や、売上が安定しており今後も上

昇が見込まれている部門など、全体として景況感はさほど

悪くない。 

原材料価格の高騰による経営への影響はあるものの、価

格転嫁を推進しているほか、諸経費の削減等に取り組んで

いるため、売上高・収益には大きく影響が出ない見込みで 
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東播磨 

 

 

 

輸 送 用 機 械 

器 具 製 造 業 

ある。 

雇用人員については、おおよそ適正であるが、間接部門

への応募や定着率に低迷の傾向があり、今後採用が厳しく

なってくるのではと懸念している。 

 

 

 

 

 

 

 

北播磨 

 

 

 

 

 

 

木 製 品 製 造 業 

木材価格は落ち着いたが、依然として高値であり、供給

は徐々に回復している。また、一戸建て価格の高騰、建坪

数の縮小などにより、業績は減少傾向にあるものの、価格

転嫁も前進し、景況感は、良い状況である。 

今後は、住宅市場の動向や経済状況による新築着工数の

減少が影響し、景況感はさほど良くないと想定する。 

前年度からの社員の良好な歩留まり状況が直近に崩れ、

新規採用の好機を逸したことから、新年以降、活動を展開

する。 

不 動 産 業 

テナント数は減少が続いているが、空きスペースを活用

したイベント販売等を実施することで、デベロッパーとし

ての収益にはさほど影響はなく運営できている。 

管理運営するショッピングパークの客単価は、バーゲ

ン・特売等の影響から増加しているが、客数が減少してお

り、結果、売上高は厳しい状況が続き、景況感は悪い状況

である。 

今後は、商圏の人口減少などからも期待は薄く、景況感

はさほど良くないと見通ししている。 

 

 

 

中播磨 

 

 

 

 

生 産 用 機 械 

器 具 製 造 業 

 

 

昨年度下期は顧客の試作品開発費削減の影響を受け、売

上が低調であったが、今期は持ち直している。 

業界内で競合との差別化を明確に経営戦略として打ち出

している。来年度は国内宇宙産業ベンチャー企業に、ロケ

ット部品の納入が決まった。また、顧客と対等な関係を築

き、原材料費の高騰について価格転嫁を行っている。 

設備投資について、今年度は大幅に増加の計画。競争力

の維持・強化のため最新の設備投資を行っている。 

雇用については、最先端の工作機械を使いこなせる優れ

たエンジニアを、特に優秀な海外人材に求めている。海外

人材の割合は現状の10％から20％程度に引き上げる計画で

ある。 

百 貨 店 業 

消費者の動向として日用品、特に食料品については価格

高騰による買い控えがあり、購入点数も減っている。猛暑

の期間が長引いた影響で秋冬物衣料は低調だったが、12 月 

に入りようやく消費が進んでいる。一部の小売業者は９

月末まで夏物衣料を扱い、売上を伸ばしたが、来シーズン

も同様の消費行動があるのか見極める必要がある。 

雇用人員については販売職を中心に不足中。また、若者

の離職率が高い。業態上、土日出勤は欠かせない事がネッ

クの一つと考えている。 

経費削減策については、営業時間の見直しを検討中だ

が、顧客との関係性を鑑み慎重にならざるを得ない。 
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西播磨 

 

 

 

 

 

 

 

 

無 機 化 学 品 

製 造 業 

ヒアリング月の景況感は良くも悪くもない。第３四半期

は前期に比べて飲料を含む健康関連事業の売上は下がった

が、季節的要因等によるものである。原材料費等の値上げ

は一時落ち着きを見せていたが、最近の円安傾向は、海外

からの調達においてマイナスに働いている。 

RPA の導入により定型的な事務作業の自動化・作業時間

の低減を図るほか、一層の業務改善・効率化に取り組んで

いくこととしている。 

食  料  品 

製  造  業 

ヒアリング月の景況感は、良くも悪くもない。原材料や

資材価格、光熱費等の高い状況が続いていることから、商

品の３～５％の値上げに踏み切った。あわせて、生産維持

拡大のための投資を行い、生産力強化を図ることとしてい

る。 

倉庫からの出荷作業について一層の自動化を図るなど、

更なる省力化について推し進めている。レストランや土産

物販売を行うアンテナショップにおいては、個人客を中心

に好調である。 

 

 

 

 

 

但馬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

繊 維 工 業 

景況感は悪い。製品の値上げを実施したことで、売上数

量が減少したものの客単価は上昇している。しかし、原材

料価格の上昇により最終的な利益が減少している。原材

料、梱包資材等全てで原材料価格が上昇しており、特に原

糸や染料などの薬品は海外からの輸入品のため、為替によ

りマイナスの影響を大きく受けている。 

EC 販売における売上数量は増加しているが、売上数量全

体では店頭販売分が依然として大半を占めている。 

電 気 機 械 

器 具 製 造 業 

景況感は悪い。生産量が大幅に減少しており、売上高・

利益ともに低い状態が継続している。原材料価格やエネル

ギー価格の高騰により、業況へのマイナスの影響は続いて

いるものの、価格転嫁により吸収することができている。 

ベテランによるOJT などで、従業員の多技能化に取り組

んでいる。各人が作業できる範囲を広げることで、勤務態

勢の見直しを行い、残業時間の減少を目指している。 

 

 

 

 

 

 

丹 波 

 

 

 

 

 

そ の 他 製 造 業 

景況感はやや回復傾向にあるものの見通しは不透明であ

り、収益はコロナ禍前の水準を下回っている状況である。

商品の在庫を抱えているほか、出荷部署では人手が過剰に

なり、配置転換等も行っている。原材料の高騰や円安の影

響により収益が圧迫されており価格転嫁を予定しているほ

か、値上がりした郵送費のコスト削減のため、会計経理業

務のDX 化を検討している。 

農 業 

景況感は良い。資材価格や輸送費が高騰し、経営コスト

が増加しているが、販路の拡大に成功しており、売上、収

益ともに増加を見込んでいる。成長産業として、今後の需

要増加も期待できることから、積極的な事業拡大を図って

いく。また、昨今の物価高や最低賃金の引き上げを受け、

給与の一律ベースアップを実施している。 
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淡路 

金 融 業 

貸別荘事業の増加等により不動産業については引き続き

活況であるが、伴走型経営支援特別貸付の終了の影響もあ

り、融資件数・額ともに昨年同期と比較すると減少し、倒

産件数については引き続き増加傾向にあることなどから、

景況感はさほど良くない。 

雇用については、人手不足が続いており、求人情報サイ

トの活用や大学回り、リファラル採用の導入など、様々手

法により募集等を行っているものの、人手の確保に苦慮し

ている。 

電 気 機 械 

器 具 製 造 業 

上半期に比べ下半期は持ち直してきているが、世界情勢

等により安定しない状況が続いており、景況感はさほど良

くない。今後、中長期目標に向けた取組を進める中で、技 

術部門人材についてさらに必要になるが、順調に採用で

きており、引き続きキャリアを含めた人材確保に尽力して

いる。また、在宅勤務の実施に伴う書類の電子化をさらに

進めるなど働き方改革に取り組んでおり、自社で活用でき

るChatGPT 導入による業務の効率化を行っている。 

 

【令和７年 1月調査】 

地 域 業 種 概 況 

神 戸 

そ の 他 

卸 売 業 

展示商談会の会場を中国人バイヤーが多数詰めかけ手狭

になったため、これまで利用していた会場からより広い会

場に変更して6 月に実施したところ、潮が引くように中国 

人バイヤーが来なくなった。中国経済停滞の影響が大き

い。11 月の展示商談会では若干バイヤー数が回復したもの

の、販売増にはつながらなかった。 

神戸で加工した商品を中国人バイヤーが購入すると、一

旦香港に輸送され、後に中国本土に送られる。しかし、そ

の物流が今、香港で滞留したまま動いていない。この物流

問題が解決しないことには、先行きのめどが立たない。 

化 学 工 業 

主力である日本国内の売上は、当初の見込みよりやや良

い状況である。自動車の生産台数が減少しているので、特

殊潤滑剤はさほど良くないが、利益率の高いハードディス

ク表面潤滑剤が好調であるため、全体として昨年度に比べ

て増収増益となっている。 

現在の好調を牽引しているハードディスク表面潤滑剤

も、今後は需要が落ち着くことが予想される。また、中国

では自動車の生産台数は伸びているものの、特殊潤滑剤を

用いないEV 車が多い。トランプ政権の大規模減税による景

気回復に期待が持てる一方で、中国では物価の下落および

消費回復の遅れが続くほか、アメリカの関税強化政策な

ど、先行きは依然として不透明な要因が存在している。 

阪神南 紙 加 工 品 業 昨年の同時期と比較すると、売上高・利益ともに20％増
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阪神南 

 

 

 

紙 加 工 品 業 

加しており、景況感は良い。 

輸出製品に携わる企業の売上が伸びている影響から、昨

年よりも梱包や物流サービス業務の注文が増えている。ま

た、イベントの復調に伴い、ディスプレイ什器の需要も上

がった。 

木材・ダンボールなどの原材料は価格高騰の影響は受け

たが、全部価格転嫁しており、諸経費や輸送コストの削

減、一括調達などで業務改善に取り組んでいる。 

情 報 サ ー ビ ス 業 

前期と比べ、売上高・利益ともに減少しており、景況感

はさほど良くない。 

制御・組込ソフトウェア開発分野では、自動車関連で新

規の取引先からの受注が増えた。今後、業界全体として、

クラウドへの移行やDX 関連で堅調に推移すると予測されて

いるが、技術者の求人を募集しても集まりにくい状況であ

り、外国人の採用を行っている。今後、自動車分野でAI を

使ったシステムの導入などが見込まれる。 

阪神北 

金 属 製 品 

製 造 業 

工作機械関連やロボット関連の売上が増加し、全体とし

ての売上は増加したものの、EV 自動車関連の受注がかなり

減少しており、中国をはじめ、欧州等の動向を注視してい

る。 

令和６年４月に賃上げを実施したところであるが、さら

なる賃上げの動きがあるなか、人件費分の価格転嫁が進ま

ないと厳しい状況になる。売上の増や業務の効率化に取り

組み、賃上げの原資を確保したいと考えている。 

大学卒の技術者の採用が非常に困難な状況である。 

各 種 商 品 

小 売 業 

LP ガス関連については冬場が最需要期であるが、昨年同

期に比べ価格の値上げにより売上そのものは微増となって

いる。 

仕入価格は為替や石油価格が反映されるが、特に法人向

けは価格に応じて頻繁に値上げすることができないため、

価格転嫁とのタイムラグが生じ、その分は負担となる。 

複数の事業を展開しているが、全般に人手が不足してい

る。特に店舗のサービス部門や自動車整備士の採用が厳し

い状況である。昨年７月に大幅に賃上げを実施したが、さ

らなる賃上げの動きがあるなか、その原資をいかに捻出す

るか苦慮している。 

 

 

 

東播磨 

 

 

 

 

 

 

食 料 品 

製 造 業 

 

 

値上げに賃上げが追いついておらず、消費者の購買意欲

の低下を感じており、昨年度同時期と比較すると、売上

高・利益ともに減少する見込みであり、景況感はさほど良

くない。 

原材料価格の高騰による今後のマイナスの影響を懸念し

ており、引き続き代替材料の利用や配合の見直しなどに取

り組み、対応していく。 
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東播磨 

 

 

 

 

 

食 料 品 

製 造 業 

雇用については、商品開発等の専門職が不足しており、

求人募集しているものの、求めている人材が見つからず、

苦慮している。 

食 料 品 

製 造 業 

円安や原材料の高止まりに加えて、運送費や人件費の高

騰により利益が圧迫されており、景況感はさほど良くな

い。 

値上げを実施しており、買い控えの影響は多少あるもの

の、売上額としては想定内である。ただし、原材料価格の

高騰が続く中、値上げが追いついていない状況であり、引

き続き厳しい状況が続くと思われる。 

現在の雇用人員については、適正であり、求人募集をす

ると予定通り一定の応募がある状況である。 

 

北播磨 

 

宿 泊 業 

宿泊客数・宴会件数・貸室件数は、確実に増加傾向にあ

るが、当地域には関西国際空港への直通の交通路線がな

く、最寄りの公共交通機関の便数も少ないことなどから、

世の中のインバウンド景気の余波等は皆無に等しく、景況

感はさほど良くない。また、食材・原油費等の高騰による

価格転嫁については、競合ホテルの影響が大きく、一部の

転嫁に止まっている。 

なお、常態化している人手不足については、繁閑周期の

波が大きいことなどから、解消への困難性が更に増し、サ

ービス低下、売上機会の損失を危惧している。 

老 人 福 祉 ・ 

介 護 事 業 

高齢者人口の増加とともに、介護サービスの需要が高ま

っており、「特別養護サービス」は待機状態であるが、それ

以外の「デイサービス」「ショートステイサービス」等につ

いては、コロナ禍以降の利用控えから、稼働率の低下を招

いており、老人福祉・介護事業の景況感は、さほど良くな

い。 

雇用面においては、特に、ケアマネージャーの確保が厳

しい状況であることから、介護サービスにおけるDX 推進を

推し進め、業務の効率化をもって働き方改革を行い対処す

る。 

 

 

 

 

 

 

中播磨 

 

 

 

 

 

 

飲 食 料 品 

小 売 業 

景況感はさほど良くない。長く続いている物価高騰の状

況下、一人あたりの買い上げ点数減は回復しないが、店頭

価格の上昇に伴い売上額は微増している。 

業務改善面では、セミセルフレジ導入により、これまで

のレジ人員を他業務に廻すことが実現した。今後も業務省

力化・効率化が期待できる設備投資は検討する。惣菜につ

いては、自由に店頭価格設定が可能であり、利益率も高い

ので商品開発に注力中。外部の商品開発コンサルとも契約

した。 

雇用面については、新規採用、中途採用ともに募集を行

っているが、応募が殆どなく人手不足が常態化している。

人件費抑制のため、夜間シフトの殆どはパートやシルバー

人材を活用している。 
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中播磨 金 融 業 

管内企業の景況感は前期より小幅改善。取引先企業の直

近DI（10-12 月）は前期▲５から＋１ポイントの▲４とな

った。内訳は製造業が前期▲１から▲３ポイントの▲４、

非製造業で前期▲６から＋２ポイントの▲４となった。来

期（1-3 月期）は小幅悪化の見通し。 

設備投資については、若干増。製造業を中心に補助金を

活用した設備投資が稼働中だが、今後は一服感が生まれ、

借入金利の上昇もあり横這いの見込み。 

管内の雇用面については、全業種で人手不足である。中

小企業では賃金上昇の影響も加わり、新規雇用を見送る必

要が生じ、人手不足が解消せずやむなく需要機会を見送る

ケースもある。外国人労働者の雇用や、DX、AI を活用した

業務効率化による省人化が増加傾向にある。また、倒産負

債額は増加していないが、小口負債を抱える中小の倒産件

数が多い。後継者不足によるM&A の動きも見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

西播磨 

 

 

 

 

 

 

 

 

宿 泊 業 

ヒアリング月の景況感は、良くも悪くもない状況。宿泊

等の予約状況は例年並みであり、３ヶ月後の見通しについ

ても大きな変化はないと予測している。 

特別室での宿泊等、高付加価値商品の売上が伸びたこと

で、全体の客数は変化がないものの客単価については増加

している。重油や食材、とりわけ野菜の高騰が続いている

が、個人客を中心に上質なサービスを提供し、リピーター

の増加等を図ることとしている。 

金 融 業 

管内中小企業の景況感はさほど良くないと判断してい

る。製造業、サービス業等においては景況感が改善した一

方、卸売業や建設業では低下している。３ヶ月後の見通し

については、政策金利の上昇により中小企業の経営環境が

厳しさを増す可能性もあると判断している。 

取引先企業の営業力強化や売上増加を図るため、外部ア

ドバイザーの派遣事業を進めている。また、円滑な事業承

継に資するため、行政・商工団体と連携したセミナー開催

等にも取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

但馬 

 

 

 

 

 

旅 客 運 送 業 

景況感はあまり良くない。燃料となる軽油や各資材の価

格高騰に加えて、深刻な乗務員不足が引き続き発生してい

る。需要はあるものの、従業員の不足により対応できてい

ない状況であり、売上が頭打ちしている。 

特に運転士、整備工が大幅に不足しており、採用・育成

に力をいれている。採用面では運転士の求人募集として、

運転体験会を実施している。昨年度からは女性限定の体験

会も開催しており、採用に至るケースも増えている。 

 

 

食 料 品 

製 造 業 

 

景況感は悪い。原材料価格の見通しが立たないために、

価格転嫁による対応ができておらず利益率が悪くなってい

る。原材料のみならず資材、輸送に伴う燃料費等で価格高

騰が継続しており、これも利益率に悪化を引き起こしてい

る。また、贈答用、家庭用共に主要商品の販売数が伸び悩
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但馬 

 

 

食 料 品 

製 造 業 

んでいる。今後は高付加価値商品の販売に力を入れること

を検討している。 

雇用について、既存従業員の高齢化、新規採用者が定着

しないなどの要因で営業、製造部門で不足が生じている。 

 

 

 

丹 波 

 

 

 

卸 売 ・ 小 売 業 

景況感は良い。各種メディアの利用等による宣伝効果等

により、売上が伸びている。 

また、最近の消費動向として、購買客数は変わらないも

のの、客単価は上昇しており、 

高価格商品の売上が顕著である。今後、取扱量を増や

し、更なる販路開拓、事業拡大を 

推し進めていく予定である。 

万博を契機とするインバウンド需要等を見込んで、新規

店舗の出店準備を進めている。 

淡路 

宿 泊 業 

高付加価値商品の好調により売上は伸びているものの、

原油・原材料費や人件費等のコスト上昇が利益を圧迫して

いる。また、年末年始についてはインフルエンザの流行拡

大によるキャンセルが相次ぎ大きな損失が生じており、景

況感は悪い。しかし、今後花みどりフェアやAWAJI 島博な

ど島内のイベントが控えており、今春は良くなると期待し

ている。 

雇用については、コロナ禍以降、宿泊業界全体で慢性的

な人材不足となっており、また、離職率も高いため深刻な

状況が続いている。専門学校等へのリクルート活動や、外

国人採用などを行っているが、人手の確保には厳しい状況

が今後も続く見込みである。 

そ の 他 の 

サ ー ビ ス 業 

団体客はコロナ禍前に戻っていないものの、年末年始を

はじめ淡路島への来島者は多く景況感は良い。 

雇用については、学生等のアルバイトの人材確保が困難

になっているとともに、慢性的な人材不足が続いているた

め、短期アルバイトマッチングサービスの活用や、外国人

採用など人材確保に尽力している。 

また、原油・原材料価格の高騰に対して、価格転嫁を行

っているものの全額転嫁はできておらず、代替材料の利用

や運送費等の諸経費の削減など業務改善・構造改善に取り

組んでいる。 

以上、各県民局・県民センター調査 
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Ⅲ．景況調査 

１．景況調査について 

○『DI（ディフュージョン・インデックス）』による分析 

DIとは、景気の各項目事項について、「良い」

と感じている企業の割合から、「悪い」と感じて

いる企業の割合を引いた値を示します。右の表の

場合、「良い」20％－「悪い」30％＝－10％とな

り、DI値はー10ポイントと示すことができます。 

 

○引用する調査書と有効回答数について 

 本レポートの作成にあたり、但陽信用金庫が四半期毎に実施する「景気動向調査」の調査結果

を引用しています。 

 

（対象期間内における有効回答数） 

 エリア 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業 

景気動向調査 

（但陽信用金庫） 
取引先全地域 498件 

中小企業景況調査 

（福崎町商工会） 
- 1件 0件 2件 3件 1件 0件 

 

○業種の分類について 

 本レポートでは、飲食・宿泊業は「サービス業」とあわせて集計しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業況 件数 構成比 

良い 10件 20％ 

不変 25件 50％ 

悪い 15件 30％ 

合計 50件 100％ 
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２．概況（全業種総合） 

《但陽信用金庫》 
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《福崎町商工会》 

（全業種） 
2024 年 

7 月～9 月期 

2024 年 

10 月～12 月期 
 

2025 年 

1 月～3 月期予想 

業 況 ▲28.57 0.00 ▲42.86 

売 上 額 ▲28.57 57.14 ▲14.29 

収 益 ▲14.29 0.00 ▲28.57 

売 上 単 価  14.29 28.57 14.29 

仕 入 単 価 ▲28.57 0.00 ▲28.57 

資 金 繰 り 0.00 0.00 ▲14.29 

従 業 員 ▲14.29 0.00 28.57 

外 部 人 材  28.57  0.00 0.00 

［2024 年 10～12 月期］：上昇傾向にある状況 

当期の業況 DIは 0となり、前期の▲28.57から 28.57ポイント上昇しました。 

また、売上単価・従業員に関する DI、売上額・収益・仕入単価は上昇した。 

資金繰りは 0 ポイントの横ばい状態・外部人材に関する DI は▲28.57 となった。 

［2025 年 1～3 月期］：低下の予想 

来期の予想業況 DI は▲42.86 で低下予想です。 

従業員に関する DI が上昇し、売上額・収益・売上単価・仕入単価は低下の厳しい予想です。 

 

 

   

▲ 60.00

▲ 40.00

▲ 20.00

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

2024年7月～9月期 2024年10月～12月期 2025年1月～3月期予想

全業種DI

業況 売上額 収益 売上単価

仕入単価 資金繰り 従業員 外部人材
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３．業種ごとの集計《但陽信用金庫》 

（１）製造業 
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（２）サービス業 
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（３）不動産業 
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（４）小売業 
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（５）卸売業 
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（６）建設業 
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Ⅳ.地域の経済動向調査分析  

RESAS（地域経済分析システム）活用 

「RESAS（地域経済分析システム）」 

RESAS（リーサス）とは、経済産業省及び内閣官房が提供している地域経済に関する様々

なデータ（産業の強み、人の流れ、人口動態など）をグラフで分かりやすく「見える化（可

視化）」したシステムです。 

 

１） 地域経済循環図（2018年） 

【概要】 

◼ 生産・販売によって得られた所得は、家計・企業に分配され、家計・企業からは 

消費・投資の形で支出される（いわゆる所得の３面等価である）。 

◼ 地域経済循環図は、こうした「所得の３つの側面」を「地域の単位」で見ること

により、所得を稼いでいる産業は何か、そして稼いだ所得はどこで、どの程度地

域外に流出しているかを明らかにし、地域における経済の循環構造を把握するも

のである。 
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【福崎町】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



31 

 

① 分配（所得） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【説明】 

「分配（所得）」では、地域産業が稼いだ付加価値額がどのように所得として分配されたかを

把握することができます。 

「分配（所得）」は、雇用者に支払われた「雇用者所得」と、財産所得、企業所得、交付税、

社会保障給付、補助金等、雇用者所得以外の「その他所得」で構成されます。 

各棒グラフは、地域内の住民・企業等に分配された所得の総額を示しています。 

地域内の住民・企業等が稼ぐ所得より、地域の産業が分配する所得が少ない場合は、その差額

が赤色で表示され、地域外から所得が流入していることを意味します。 

逆に、地域内の住民・企業等が稼ぐ所得より、地域の産業が分配する所得が多い場合は、その

差額が空白の四角で表示され、所得が地域外に流出していることを意味します。上記の表で

は、人口一人当たりの雇用者所得及びその他所得を把握することができます。 

表に記載されている順位は、都道府県単位では全国 47 都道府県、市区町村単位は全国 1,741

市区町村におけるランキングとなっています。 
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② 【生産（付加価値額）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【説明】 

「生産（付加価値額）」では、地域が生産した商品やサービス等を販売して得た金額か 

ら、原材料費や外注費といった中間投入額を差し引いた付加価値額を把握することがで

きます。 

地域の第 1次産業、第 2次産業、第 3次産業を付加価値額のグラフで比較することが

可能です。加えて、地域の当該産業の従業者一人当たりの付加価値額（労働生産性）を

表で把握することができます。 

順位は、都道府県単位では全国 47都道府県、市区町村単位は全国 1,741市区町村にお 

けるランキングとなっています。 
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③ 【支出】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【説明】 

「支出」では、地域内の住民・企業等に分配された所得がどのように使われたかを把握する

ことができます。 

「支出」は、住民の消費等を示す「民間消費額」、企業の設備投資等を示す「民間投資額」、

政府支出、地域内産業の移輸出入収支額等を示す「その他支出」で構成されます。 

各棒グラフは、地域内で消費・投資された金額を示しています。 

地域内の住民・企業等が支出した金額より、地域内に支出された金額が少ない場合は、その

差額がグラフでは空白の四角で表示され、支出が地域外に流出していることを意味します。 

逆に、地域内の住民・企業等が支出した金額より、地域内に支出された金額が多い場合は、

その差額が赤色のグラフとして表示され、支出が地域外から流入していることを意味しま

す。 

上記の表は、地域内の住民・企業等が支出した金額に対する流出入額の比率を示す「支出流

出入率」を把握することができます。 

表に記載されている順位は、都道府県単位では全国 47都道府県、市区町村単位は全国 1,741

市区町村におけるランキングとなっています。 
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２）「まちづくりマップ・From-to分析」 

【概要】 

From-to 分析（滞在人口）では、平日・休日別、時間帯別、性別、年代別に、どの地域か

ら来る人が多く滞在（短期的な人口移動）をしているかをマップ上で把握できます。 

 

2022年/2023年比較 

（滞在人口の地域別構成割合 都道府県→市区町村 ６月/平日 14時） 

 

年度 時間帯 滞在人口（人） 

2022 14 時 14,882 

2023 14 時 16,276 

 

 

 

 

 

年度 時間帯 滞在人口（人） 

2022 14 時 197 

2023 14 時 402 
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2022年/2023年比較 

（滞在人口の地域別構成割合 都道府県→市区町村 6月/平日 20時） 

 

年度 時間帯 滞在人口（人） 

2022 20 時 14,882 

2023 20 時 14,658 

 

 

 

 

 

年度 時間帯 滞在人口（人） 

2022 20 時 197 

2023 20 時 148 
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【生産分析（産業構造）】 

製造業すべての中分類 2020年 

兵庫県福崎町 

企業数（企業単位）：64事業所 

 

付加価値額(106,465.83百万円) 
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製造業すべての中分類 2019年 

兵庫県福崎町 

企業数（企業単位）：63事業所 

 

付加価値額（107,914.80百万円） 
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【総評】 中小企業診断士 荒木慎吾氏  

地域経済循環率は「地域経済の自立度」を示す指標で、一般的には 100％に近い値で

あることが望ましいとされるが、福崎町の地域経済循環率は 169.4％である。これは、

生産（付加価値額）が分配（所得）を上回っている為、稼ぐ力は高いが、福崎町で生産

された付加価値額が分配される際に地域外に流出していることを表している。福崎町に

は道路や鉄道を使ってアクセスしやすく、14時と 20時での滞在人口を比較した際に昼

間人口の方が多いことから付加価値額が地域外に流出している可能性がある。また、生

産（付加価値額）の第 2次産業は 1人当たり 2,205万円（72位/1,741位）となってお

り、工業団地が多く立地する福崎町の特徴として、分配（所得）の雇用者所得は 1人当

たり 290万円（143位/1,741位）と高くなっている。一方、支出は地域外からの流入が

見られる為、妖怪等の地域内産業を目的とした観光客が訪れている傾向を表している可

能性がある。次に、まちづくりマップ・From-to分析では、阪神間以外の岡山県・広島

県・鳥取県から訪れる人が一定数いる為、中国・山陰地方にも PR効果出ている。近年、

福崎町は観光に注力している為、今後もこの傾向が継続することが見込まれる。 

以上 

 

 

 

 


